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給与所得の 年末調整業務を お引き受けします！











給料計算や賞与計算､年末調整は、作道事務所にお任せ下さい


年末年始の繁忙期は、本業にご専念下さい ！





年末調整の業務は次の通り・・お気軽にご利用ください。


① 給料・賞与・社会保険料・税額等の年間集計


② 扶養家族・生命保険ほか、諸控除申告書の整理


③ 年末調整計算一式    


④ 年末調整結果各人別一覧表・その他








令和２年の年末調整にかかる改正点について





給与所得控除に関する改正


所得金額調整控除の創設


基礎控除に関する改定


各種控除を受けるための扶養親族等の合計所得金額要件等に


関する改正


ひとり親控除の創設・寡婦（寡夫）控除の改正





令和２年の年末調整は改正点が多いので、詳しくは、顧問税理士先生又は当事務所にお問合せ下さい。


なお、当事務所は本年の年末調整におけるマイナポータルとの連携には対応しておりません。保険会社等から控除証明書等データの交付を受けるための手続きやICカードリーダライタなど、従業員様本人の事前準備も必要となります。当事務所においても今後対応を進めてまいりますので、ご了承ください。





令和３年１月より年次有給休暇５日取得義務の


労働基準監督署の調査が開始されます。





労働基準法が改正され、平成３１年４月より、使用者は、法定の年次有給休暇日数が１０日以上の全ての労働者に対し、毎年５日間、年次有給休暇を確実に取得させることが必要となりました。





年５日の有給休暇を従業員に取得させなかった場合、使用者には３０万円以下の罰金が科せられます。この罰則は、従業員１人あたりに対して適用されます。


そのため、従業員１人に対しての場合は３０万円以下、従業員１０人に対しての場合には３００万円以下といったように、人数に対して科されるので、注意が必要です。


また、労働者が有給休暇の取得を請求したにもかかわらず、使用者側が有給休暇の取得を認めない場合にも、罰則の対象となります。この場合の罰則は、６ヵ月以下の懲役または３０万円以下の罰金となります。





罰則による違反は、対象となる労働者１人につき１罪として扱われるため、事業主は労働者がより多くの年次有給休暇を取得できるよう、体制を整えていく必要があります。また、年次有給休暇の取得は労働者の心身の疲労回復や生産性の向上など、労働者・会社双方にとってメリットがあります。就業規則の見直しや有給休暇管理簿の作成など詳しいことは、当事務所までご相談ください。





　　　　給与・賞与ペーパーレスシステム導入いたしました！


ご関心がおありでしたら、当事務所までご連絡下さい。





導入のメリット　■給与担当者の負担を軽減


　　　　　　　　　手作業で行っていた明細書の封入・封かん、仕分け作業が、明細書の電子化と自動配信化により一切不要になります。


■パソコン・スマホ・タブレットあらゆる環境で導入可能


　　　　　　　　　暗号化やパスワードによりセキュリティ対策は万全です。








